
2025年10月24日、高市早苗首相は第104代内閣総理大臣として、憲政史上初の女性首相として就任
後初となる所信表明演説を行った。本レポートは、演説内容の詳細な分析、高市氏の過去の発言や政
治姿勢との比較、各政党の反応、国内外のメディア評価、そして諸外国の反応を包括的に検証し、今
後の政権運営における課題と国内外への影響について多角的な考察を行う。

高市首相の所信表明演説は、「安倍路線の継承」を鮮明に打ち出し、防衛力強化と積極財政を両輪と
する政権運営の方針を示した。演説全体の約30%を物価高対策と経済成長に費やし、国民生活への配
慮を最優先課題として位置づけた。一方で、「政治とカネ」問題への言及がなく、野党からは強い批
判を受けた。連立を組む日本維新の会からは肯定的な評価を得た一方、連立を離脱した公明党からは
「独裁的」との批判が寄せられた。海外では、米国が歓迎する姿勢を示す一方、中国と韓国は警戒感
を強めている。

高市首相は所信表明演説において、安全保障政策を重視する姿勢を鮮明に打ち出した。最も注目され
たのは、防衛費の国内総生産（GDP）比2%への引き上げ目標を、当初の2027年度から2年前倒しし
て今年度中に達成すると表明したことである。これは補正予算を活用し、約1兆円の増額によって実
現する計画である。

さらに、2022年に策定された国家安全保障戦略など安全保障関連3文書を来年中に前倒しで改定する
ことを表明した。首相は「新たな戦闘様式の顕在化など、安全保障環境の変化に対応し、抜本的に防
衛力を強化する必要がある」と述べ、ドローンや無人機による戦闘などへの対応の必要性を強調し
た。この3文書改定により、2%を超える防衛費の増額への道を開く可能性が示唆されている。

高市首相は「この内閣が最優先で取り組むことは、国民の皆様が直面している物価高への対応です」
と明言し、演説全体の約3分の1を経済政策に費やした。具体的な施策として、ガソリン税の暫定税率
廃止法案を今国会で成立させることを訴え、自治体向けの交付金の拡充、電気・ガス料金の支援措置
の実施を表明した。

経済政策の基本理念として「責任ある積極財政」を掲げ、「経済あっての財政」という考え方のも
と、戦略的な財政出動を通じて所得を増やし、消費意欲を改善し、企業収益を向上させ、税率を上げ
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ずに税収を増加させる「好循環」の実現を目指すとした。この姿勢は、財政規律を重視する従来の自
民党の姿勢からの大きな転換を示すものである。

高市首相は、社会保障の給付と負担のあり方を見直すため、超党派の議員と有識者で構成する「国民
会議」を新設することを表明した。この会議では「給付付き税額控除」の制度設計を含めた「税と社
会保障の一体改革」について議論する方針である。

中低所得者層の負担軽減のため、所得税の基礎控除を物価に連動して引き上げる税制改革の議論を進
めることも表明した。また、いわゆる「年収の壁」問題についても、基礎控除の引き上げを通じて対
応する考えを示した。高校授業料と学校給食の無償化については、安定した財源を確保した上で来年
4月から実施することを明言した。

外国人政策について、高市首相は「排外主義とは一線を画す」としながらも、「一部の外国人による
違法行為やルールからの逸脱に対し、国民の皆様が不安や不公平を感じる状況が生じていることもま
た事実です」と述べ、「こうした行為には政府として毅然と対応します」と表明した。

具体的には、外国人政策の司令塔機能を強化し、土地取得などに関するルールの見直しを進める方針
を示した。この発言は、保守層の支持を意識したものとみられるが、一部からは排外主義を助長しか
ねないとの懸念も示されている。

高市首相は「日本成長戦略会議」の新設を表明し、先端技術への官民投資、経済安全保障の強化、食
料安全保障、エネルギー安全保障、国土強靭化などの「危機管理投資」を推進する方針を示した。

エネルギー政策では、次世代革新炉や核融合炉の早期実装を目指し、エネルギー自給率の向上を図る
考えを示した。また、維新の主張を反映し、副首都構想や首都機能バックアップ制度の検討を加速す
ることにも言及した。

地方創生については、地域の資源を活用した産業振興や、デジタル技術を活用した地方活性化を推進
する方針を示した。災害対策では、次年度に「災害管理庁」の設立を目指し、災害対応の司令塔機能
を強化する考えを表明した。

高市氏の政策の骨格は、2024年の総裁選から2025年の総裁選、そして今回の所信表明演説に至るま
で、基本的に一貫している。特に「危機管理投資と成長投資」という独特のフレームワークは維持さ
れており、食料安全保障、エネルギー安全保障、国土強靭化、サイバーセキュリティ、健康医療安全
保障の5つの重点分野も全く同じである。

この一貫性は、高市氏が総務大臣や経済安全保障担当大臣として実際に取り組んできた分野での経験
と実績に基づいているためとみられる。具体的な経験と実績に基づいた政策提案であるため、政治情

[17] [18] [19] [15] [8]

社会保障改革と税制改革

[20] [21] [17]

[15] [16] [8]

外国人政策

[22] [8] [15]

[23] [16] [15]

その他の主要政策

[18] [17] [15]

[24] [21] [25] [18]

[26]

過去の高市氏の発言・主張との比較分析

政策フレームワークの一貫性

[27] [28]



勢が変わっても基本的な方向性がブレないという特徴がある。

2024年の総裁選では、高市氏はエネルギー自給率100%、食料自給率100%を目指すという明確な数
値目標を示していた。今回の所信表明演説でもこれらの目標は維持されているが、表現がやや曖昧に
なっている。

最も顕著な変化は憲法改正についてである。2024年の総裁選では「3年以内に憲法改正を実現」とい
う明確な期限設定があったが、今回の所信表明演説では憲法改正について直接的な言及は控えめとな
った。これは、少数与党という現実の中で、野党との協力が必要な憲法改正について、より慎重な姿
勢に転じたことを示している。

省庁再編については、2024年も2025年も詳しく言及しているが、表現に微妙な違いがある。2024

年は「令和の省庁再編に挑戦」という野心的な表現であったのに対し、2025年は「議論を尽くした
上で政治がリーダーシップを発揮しなければならない」という、合意形成の必要性により配慮した言
い方になっている。これは与野党協力が不可欠な少数与党の現実への対応であると考えられる。

自民党改革については、2024年より2025年の方が具体的になっている。2024年は「お金の入りと
流れから属人性を徹底的に排す」という方針論が中心であったが、2025年は「総理大臣給与も大臣
給与も廃止」「特別職の職員の給与に関する法律の別表改正」といった、実際の法改正を伴う具体案
を示している。

今回の所信表明演説で最も鮮明となったのは、「安倍路線の継承」である。演説では「世界の真ん中
で咲き誇る日本外交」「責任ある積極財政」など、安倍晋三元首相が掲げた政策や路線を継承したも
のが多く見られた。

高市氏は長年にわたり安倍元首相の側近として活動しており、自身を「安倍首相の正統な後継者」と
位置づけてきた。人事面でも安倍政権時代の官僚や旧安倍派の議員を要職に起用するなど、「安倍路
線の継承」を鮮明に打ち出している。

連立を組む日本維新の会からは、高市首相の所信表明演説に対して肯定的な評価が寄せられた。吉村
洋文代表（大阪府知事）は「高市カラーがよく出た内容になっている」と述べ、「維新が連立の『絶
対条件』とした社会保障改革や副首都を明確に示していただいた。大きな前進だ」と評価した。

維新が重視する副首都構想や社会保障改革が演説に盛り込まれたことは、新たな連立政権の特徴を示
すものである。ただし、吉村代表は国会議員の定数削減について演説で触れられなかったことについ
ては、「臨時国会中に成し遂げることが絶対条件」と強調し、温度差も見られた。
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連立を離脱して野党に転じた公明党からは、厳しい批判の声が上がった。斉藤鉄夫代表は、高市首相
が「政権の基本方針と矛盾しない限り、各党からの政策提案を受ける」とした点について、「我々の
方針とは違う角度から質問してきても議論はしない、これは独裁ではないでしょうか」と強く批判し
た。

また、斉藤代表は「政治改革についての言及が一言もなかったことにびっくりした。いろいろ施策を
おっしゃっていたが画竜点睛を欠く」と述べ、政治改革への言及がなかったことを問題視した。公明
党は長年、自民党の右傾化のブレーキ役を果たしてきたが、連立離脱により、その役割を担う政党が
いなくなったことへの懸念も示している。

立憲民主党の野田佳彦代表は、高市首相の所信表明演説について厳しい批判を展開した。野田代表は
「現段階で即効性のある対策がない」とし、給付金を実施せず、経済対策も首相から指示の段階にと
どまっていることを指摘して、「決断と前進の内閣のはずが、先送りと後退だ」と語った。

特に、参議院選挙で自民党が公約として掲げた給付金が実施されないこと、ガソリン税暫定税率の
「年内廃止」という文言が演説に明記されなかったことを問題視した。野田代表は安全保障政策につ
いても、「自民党と維新のアクセルが2つになり、公明党というブレーキ役がいなくなった今、国民
の暮らし、自由、平和を守るために中道のわれわれがブレーキ役を果たす必要がある」と述べた。

国民民主党の玉木雄一郎代表は、「一番大事だと言っていた物価高騰対策について、年内に何ができ
るか具体像が見えない」として、具体性の欠如を批判した。ガソリン税の暫定税率については「首相
の最初の重要な仕事だ。政治決断ができるなら、われわれもその先の連携の可能性が広がる」と訴
え、年内廃止の実現を求めた。

共産党の田村智子委員長は、政治とカネ問題に直接触れなかったとして「問題を終わったことにしよ
うとしている」と強調した。防衛費の増額目標の前倒しなどについては「独り善がりの大軍拡に突き
進む宣言だった」と断じ、厳しく批判した。

高市首相の所信表明演説中、立憲民主党の議員らが「暫定税率廃止しましょう！」「裏金問題の全容
を解明しましょう！」「旧統一教会はどうした！」などとヤジを連発し、演説がしばしばかき消され
る場面があった。特に冒頭5分間はヤジが連発され、高市氏が一度演説を止める場面もあった。

このヤジ問題はSNS上で大きな批判を呼び、Xでは「ヤジ議員」がトレンド入りした。「国民の聞く
権利の侵害」「黙って聞けや！」「日本の恥」といった批判の声が相次いだ。タレントのフィフィ氏
も「国民の聞く権利の侵害です！さっさとつまみ出して欲しい、ちゃんと聞きたいのに集中できな
い」と怒りを露わにした。
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日本の主要新聞各紙は、高市首相の所信表明演説について様々な視点から論評を行った。全体的に、
安倍路線の継承、積極財政への懸念、政治改革への言及不足などが指摘されている。

毎日新聞は社説「高市首相の所信表明 『安倍2.0』突き進む危うさ」において、高市政権が安倍路線
を鮮明に打ち出していることへの懸念を表明した。「安倍1強」時代と少数与党の現在では政権基盤
が著しく異なっており、多額の予算や代替財源が必要となる政策をどう実現するのか疑問を呈した。

読売新聞は社説「所信表明演説 『強い経済』へ意欲伝わったが」において、高市首相の経済政策への
意欲は評価しつつも、財政規律への懸念を示した。「『失われた30年』と称される危機的な状況を打
破することが急務」としながらも、「債務の増大を放置することは『積極財政』ではない」と指摘し
た。

日本経済新聞は社説「高市氏は成長と責任の両立へ手を尽くせ」において、成長戦略を推進する姿勢
は支持しつつも、財政の持続性への配慮を求めた。

沖縄タイムスは社説「高市首相 所信表明 基地負担に直に触れよ」において、沖縄への向き合い方に
ついて厳しい評価を示した。石破前首相が沖縄戦の犠牲や戦後27年間の米国統治に言及したのに対
し、高市首相は「基地負担軽減」「普天間飛行場の一日も早い全面返還」などのお決まりのスローガ
ンを並べただけにとどまっていると批判した。

ロイター通信のハドソン・ロケット記者は、高市氏を「日本に強硬な保守主義的主張を打ち出す一歩
手前まで来た」と評し、「鉄の女」の経済政策を期待する人は失望するだろうと指摘した。サッチャ
ー氏が高金利を支持する財政規律主義者だったのに対し、高市氏は超緩和的金融・財政政策への回帰
を主張しているためである。

慶応大の細谷雄一教授は、BS日テレの「深層NEWS」において、高市首相の安全保障政策について
「安倍路線の継承が鮮明」と分析した。防衛費の前倒し増額や安保3文書の改定は、安倍政権の路線
を強化するものであると指摘した。

日本工業大学大学院の田中道昭教授は、高市政権の特徴について「右派イデオロギーと左派的経済運
営という、本来は相容れない二つの軸を大胆に同居させた点」にあると分析した。防衛強化・憲法改
正・経済安全保障といった保守の文法を踏襲しつつ、積極財政・賃上げ支援・中小企業救済という再
分配政策を前面に出す二重構造が高市政治の核心であると述べた。

東京大学名誉教授の上野千鶴子氏は、初の女性首相誕生について複雑な心情を吐露している。「初の
女性首相が誕生するかもしれないと聞いても嬉しくない。来年の世界経済フォーラムのジェンダーギ
ャップ指数で日本の順位が上がるだろうが、それが女性に優しい政治を意味するわけではない」とX
（旧Twitter）に投稿した。
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読売新聞は、所信表明演説の全文を「ワードクラウド」で分析し、最も頻出する単語を可視化した。
その結果、「日本」「経済」「安全」「保障」が上位に並び、「国民」「皆様」「目指す」「進め
る」といった積極的な動詞、「取り組む」「支援」といった用語も際立っていたことが明らかになっ
た。

この分析は、高市政権が経済と安全保障を両輪として、積極的な政策展開を目指す姿勢を裏付けるも
のである。

米国では、高市首相の誕生を概ね好意的に受け止めている。トランプ大統領は高市氏について「素晴
らしいニュースだ」と称賛し、彼女が移民問題に厳しい立場を取り、中国に対しても強硬姿勢を持
ち、日本の防衛力強化を支持していることを評価している。

元駐日米大使のビル・ハガティ上院議員は、ニューヨーク・ポスト紙に「彼女はトランプ大統領とう
まくやっていけると思う。これまでの日本の首相で、大統領とうまくやれなかった人はいない」と語
った。トランプ政権高官によれば、「彼は彼女に好意的で、今月の大統領のアジア訪問では、貿易問
題について率直に議論できるだろう」としている。

ワシントン・ポストは「日本の政界で初の女性リーダーとなり、『ガラスの天井』を破った」と紹介
し、ブルームバーグは「サッチャーを政治的手本とする『安倍直系』」と報道した。CNNは「男女平
等の国際ランキングが低い日本において、高市氏は初めて女性首相として歴史に名を刻むことになる
だろう」と伝えた。

ワシントンのCSIS研究員ニコラス・セーチェーニ氏は「高市氏の登場で『弱い日本』の印象は薄れ
る。だが、党内や野党を説得し政策を実現できるかが鍵だ」と分析している。

カーネギー国際平和財団は、高市氏の選出について「自民党は、石破茂現首相の穏健派の立場から方
向転換し、過去1年間の選挙で2連続敗北に導いた保守派有権者を取り戻すという必死の気持ちから高
市氏を選出した」と分析した。同財団は高市氏の経済政策について、「安倍首相の『第3の矢』の流
れに沿った経済構造改革を提案する機会はある」としつつも、「両院で過半数を獲得していない弱い
自民党の舵取りをしなければならず、野党の協力を得ることができなければ改革課題はさらに困難に
なる」と指摘した。

中国は高市首相の誕生に強い警戒感を示している。中国外務省の郭嘉昆副報道局長は21日の記者会見
で「中日両国は隣人だ。戦略的互恵関係の全面的な推進を望む」と述べた上で、「歴史や台湾といっ
た重大な問題で政治的な約束を守るよう求めた」。

中国の国営新華社や国営中央テレビ（CCTV）は、高市氏の首相就任を速報で伝えた。CCTVは「高
市氏は日本の右派政治家の代表格の1人で、積極的な財政政策の実施と防衛費の増額を主張してい
る」「自らを安倍元首相の正当な後継者と位置づけている」と説明し、「靖国神社を繰り返し参拝し
ている」として、保守的な政治姿勢への警戒感を示した。

メディアによる特徴的な指摘
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諸外国の反応と評価

米国の反応
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中国共産党系の「環球時報」は、高市政権の誕生が「両国関係に新たなリスクをもたらすことは疑い
がない」との分析を伝えている。中国外交関係者は「安倍時代の対中強硬姿勢が再来する」と懸念し
ており、高市政権の一挙手一投足が東アジアの緊張を左右する構図が見えてきた。

高市首相は所信表明演説で中国について「重要な隣国であり、建設的かつ安定的な関係を構築してい
く必要がある」としながらも、「日中の間には、経済安全保障を含む安全保障上の懸念事項が存在す
ることも事実」と述べた。

韓国も高市首相の誕生に警戒感を示している。韓国の聯合ニュースは、高市氏について「非世襲の女
性政治家として『ガラスの天井』を破り地位を固めてきた」と紹介する一方、「強硬保守性向で知ら
れる高市氏は靖国神社に参拝し、歴史・領土問題で韓国の立場と反する発言を繰り返してきた」と
し、「今後の韓日関係に大きな変化が起こりうるという見通しも出ている」と伝えた。

韓国メディアは、高市氏を「女性安倍」と呼び、安倍元総理の政策を継承する姿勢を強調した。ま
た、「これまで自民党の右傾化の流れにブレーキをかけてきた中道保守性向の公明党が連立から抜
け、右翼政党である日本維新の会が連立パートナーになったという点は、憂慮すべき状況変化」だと
指摘している。

一方、韓国外務省は高市氏の首相選出を受け、「日本の新内閣とも緊密に疎通し韓日関係の肯定的な
流れを継続するため協力し続ける」とコメントしており、政府レベルでは関係維持に努める姿勢を示
している。韓国大統領府は「韓日関係の肯定的な流れを継続するために引き続き協力していく」とし
つつも、政府関係者は「保守的な発言が関係を後退させるのではないかと心配だ」と懸念を表明し
た。

高市首相は所信表明演説で韓国について「重要な隣国である韓国とは、首脳間の対話を通じ、関係強
化を図りたい」と述べ、就任記者会見でも韓国の李在明大統領との会談を希望すると明らかにしてお
り、友好的な姿勢を示している。

台湾は高市首相の誕生を歓迎している。台湾の頼清徳総統は、新首相に決まった高市総裁に祝意を表
明し、「日台関係の友好が引き続き深まることを期待する」と強調した。頼氏は今年4月、台湾を訪
問した高市氏と会談している。

頼総統はSNSに日本語で「熱烈にお祝い申し上げます。高市氏は台湾にとって揺るぎない友人です」
と投稿した。台湾では、対中強硬派だった安倍元首相の後継者として、高市氏に期待を寄せる声が大
きい。

英国のロイター通信は「強硬派の高市氏が勝利、日本のガラスの天井を打ち破る。保守色強まること
に」と速報で伝えた。また、高市氏が日本初の女性首相になる見込みで、市場は高市氏の経済政策を
好意的に受け止めていると分析している。

ロイター通信はまた、「男性が依然として大半の権力を握る国で、ガラスの天井が打ち破られた。同
時に右傾化が進む舞台が整った」と評した。BBCは「党内の右派寄りの保守候補」として言及し、
「厳しい状況にある与党をまとめるために、さまざまな課題に直面している」と指摘した。
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AP通信は、高市氏が伝統的な男系による皇位継承の維持や、選択的夫婦別姓に慎重な立場であるこ
とから、「女性の地位向上を妨げてきた政治家だ」と指摘した。

高市首相が所信表明演説で最も力点を置いたのは経済政策であり、全体の約3分の1を物価高対策と経
済成長に費やした。これは、保守派・タカ派と評される高市首相があえて経済を前面に出す戦略であ
り、第2次安倍政権のスタートダッシュ戦略を踏襲したものと分析されている。

千々岩森生記者（テレビ朝日）は、「第2次安倍政権時代の最初の支持率を見ると、民主党政権から
安倍政権、自民党政権になって、どんと数字が上がるのですが、さらに、最初の半年くらいは、数字
をキープするどころか、むしろ上がっている」と指摘し、「このとき安倍政権が何をしていたかとい
うと、アベノミクスであり、株高。つまり、経済にフォーカスした」と分析した。

高市首相も同じように、「保守派・タカ派と評されますが、あえて、経済を前面に出した。ここで
も、安倍政権をお手本にしていると思わせるような演説だと感じました」と述べている。この戦略
は、支持率を維持・向上させ、長期安定政権につなげるための布石と考えられる。

高市首相は演説の冒頭で、「政権の基本方針と矛盾しない限り、各党からの政策提案を受け、柔軟に
真摯に議論する」と述べ、野党に政策提案を促した。これは、衆参両院で過半数を確保できていない
少数与党の現実を踏まえた対応である。

しかし、この発言は公明党の斉藤代表から「我々の方針とは違う角度から質問してきても議論はしな
い、これは独裁ではないか」との批判を招いた。野党との協力が不可欠な状況下で、どこまで柔軟に
野党の提案を受け入れるのか、あるいは政権の基本方針を優先するのか、難しい舵取りが求められ
る。

所信表明演説には、連立を組む日本維新の会の主張が色濃く反映された。副首都構想の検討、社会保
障改革の推進、現役世代の負担軽減など、維新が重視する政策が盛り込まれた。

これは、維新との連立を安定させ、政権基盤を固めるための配慮と考えられる。ただし、国会議員の
定数削減については言及がなく、維新との間で温度差も見られた。

防衛費の大幅増額、安保3文書の前倒し改定、外国人政策の厳格化など、保守層が支持する政策を前
面に打ち出した。これは、参議院選挙で参政党や国民民主党に流出した保守層の支持を取り戻す狙い
があると考えられる。

一方で、「排外主義とは一線を画す」という表現を用いることで、極端な排外主義とは距離を置く姿
勢も示した。これは、国際社会からの批判を避けつつ、保守層の支持を得るバランスを取ろうとする
戦略と見られる。
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高市首相は「責任ある積極財政」を掲げ、戦略的な財政出動を通じて経済成長を目指す方針を示し
た。しかし、日本の財政状況は依然として厳しく、債務残高のGDP比は世界最高水準にある。

読売新聞の社説が指摘するように、「債務の増大を放置することは『積極財政』ではない」。高市首
相は「長期の範囲で名目成長率の伸びを債務の利払費の伸びが上回らないようにし、政府の債務残高
のGDP比を引き下げることで、財政の持続可能性を確保し、マーケットからの信頼を得る」と述べて
いるが、具体的にどのように財政規律と積極財政を両立させるのか、その道筋は明確でない。

防衛費の増額、社会保障改革、物価高対策など、多額の予算を必要とする政策が山積する中で、財源
をどのように確保するのかが問われる。赤字国債の発行に依存すれば、国の借金返済の負担が膨ら
み、財政運営は厳しさを増す。

衆参両院で過半数を確保できていない少数与党の状況下では、野党の協力が不可欠である。高市首相
は野党に柔軟に議論すると表明したが、「政権の基本方針と矛盾しない限り」という条件を付けてい
る。

立憲民主党、国民民主党、公明党など、それぞれ異なる政策を掲げる野党との間で、どのように合意
形成を図るのかが課題となる。特に、ガソリン税の暫定税率廃止、給付金の実施、政治改革など、野
党が重視する政策について、どこまで譲歩できるのかが試金石となる。

石破政権は個別政策ごとに協議する部分連合で対処したが、その結果、政策全体の一貫性が欠けて独
自性を示せなかった。高市政権が同じ轍を踏まないためには、明確な政権の軸を示しつつ、野党との
建設的な対話を進める必要がある。

高市首相の所信表明演説では、「政治とカネ」問題への言及がほとんどなく、野党から強い批判を受
けた。共産党の田村委員長が指摘したように、「問題を終わったことにしようとしている」との印象
を与えかねない。

自民党に対する不信は深く、若い世代や現役世代の離反も顕著になっている。参議院選挙での大敗を
反省し、「党解体後再出発」を掲げたが、政治改革への具体的な取り組みが見えなければ、国民の信
頼回復は困難である。

高市氏は派閥の裏金問題の震源地である旧安倍派に近く、裏金議員の主要職への起用も辞さない姿勢
を示している。企業・団体献金の禁止にも否定的な態度を示しており、政治改革への本気度が問われ
ている。

今後の政権運営における課題

財政規律と積極財政の両立
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野党との協力関係の構築
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政治改革の推進

[52] [12] [11]

[51]

[51]



高市首相は防衛費の大幅増額と安保3文書の前倒し改定を表明したが、これには大きな課題が伴う。
まず、財源の確保が問題となる。防衛費をGDP比2%に引き上げるには、今年度だけで約1兆円の追加
予算が必要であり、さらなる増額を目指す場合、その財源をどこから捻出するのかが問われる。

次に、中国や韓国との関係への影響が懸念される。高市首相の対中強硬姿勢、靖国神社参拝問題など
が、両国との関係を悪化させる可能性がある。中国外交関係者は「安倍時代の対中強硬姿勢が再来す
る」と懸念しており、東アジアの安全保障環境をさらに複雑化させる恐れがある。

さらに、トランプ米大統領との関係構築も課題である。高市首相は安倍元首相の後継者として、トラ
ンプ政権との良好な関係を構築することが期待されているが、トランプ政権の「アメリカ・ファース
ト」政策、特に関税問題への対応が試金石となる。

高市首相は「排外主義とは一線を画す」としながらも、外国人による違法行為やルール逸脱に毅然と
対応すると表明した。この政策の具体的な実施方法によっては、排外主義を助長し、外国人住民への
差別や偏見を強める恐れがある。

沖縄タイムスが社説で指摘したように、「共生のための取り組みや人権教育の必要性を語らずに、一
国の首相が国会で『外国人対策』を打ち出し、新たに担当大臣を配置した」ことは、「自警団的な
『外国人監視』やヘイトスピーチなどがSNSを通して拡散し、排外主義を助長する結果を招きかねな
い」。

国際社会からの批判を避けつつ、適切な外国人政策を実施することが課題となる。特に、労働力不足
が深刻化する中で、外国人労働者の受け入れと共生をどのように進めるのか、明確な方針が求められ
る。

高市首相は超党派の「国民会議」を設置し、社会保障改革を進める方針を示した。しかし、社会保障
改革は利害関係が複雑に絡み合う困難な課題である。給付と負担のバランスをどのように取るのか、
世代間の公平性をどのように確保するのか、具体的な改革案の策定と実施が問われる。

特に、給付付き税額控除の制度設計は、中低所得者層の負担軽減と税収確保のバランスを取る必要が
あり、慎重な検討が求められる。また、現役世代の負担軽減を図りつつ、高齢化社会における社会保
障制度の持続可能性を確保することは、容易ではない課題である。

高市政権の誕生は、日本政治に大きな変化をもたらす可能性がある。第一に、自民党の右傾化がさら
に進む可能性がある。公明党というブレーキ役がいなくなり、維新という右派政党が連立パートナー
となったことで、保守色が強い政策がより推進されやすくなった。

外交・安全保障政策の課題
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第二に、女性首相の誕生が、日本の政治文化にどのような影響を与えるかが注目される。ただし、高
市氏は選択的夫婦別姓に慎重な立場を取るなど、必ずしも女性の権利拡大を推進する立場ではなく、
「女性首相＝女性の地位向上」とは限らないとの指摘もある。

第三に、少数与党という政治状況が、政策決定プロセスにどのような影響を与えるかが重要である。
野党との協力が不可欠となる中で、部分連合による政策決定が常態化すれば、政権の独自性や一貫性
が失われる可能性がある。

高市首相の「責任ある積極財政」政策は、短期的には経済を刺激する効果が期待される。市場は高市
氏の経済政策を好意的に受け止めており、総裁選出後には日経平均株価が上昇し、円安が進行した。

しかし、長期的には財政悪化への懸念が残る。積極的な財政出動は、財政赤字を拡大させ、将来世代
に負担を強いる可能性がある。また、積極財政は物価上昇を招きやすいという側面も無視できない。

カーネギー国際平和財団が指摘するように、高市氏の「アベノミクス・スタイルの提案」は、「通
常、インフレを抑制するというよりむしろインフレを促進する」。物価高に苦しむ国民にとって、さ
らなる物価上昇は生活を圧迫する要因となる。

高市政権の外交・安全保障政策は、東アジアの地政学的バランスに大きな影響を与える可能性があ
る。防衛費の大幅増額と安保3文書の改定は、日本の防衛力を大幅に強化するものであり、中国や韓
国との関係に影響を与える可能性が高い。

中国は高市政権の対中強硬姿勢を警戒しており、日中関係が冷え込む可能性がある。韓国も、高市氏
の歴史認識や靖国神社参拝問題について懸念を示しており、日韓関係への影響も懸念される。

一方、米国とは良好な関係が期待されている。高市氏が安倍元首相の後継者として、トランプ政権と
の蜜月関係を再構築する可能性がある。ただし、トランプ政権の対日貿易政策や防衛費分担の要求
に、どのように対応するかが課題となる。

台湾とは関係強化が進む可能性が高い。高市氏は台湾を訪問し、頼清徳総統と会談するなど、台湾と
の関係を重視する姿勢を示してきた。台湾との協力強化は、インド太平洋地域の安全保障戦略におい
て重要な意味を持つが、同時に中国との関係を複雑化させる要因ともなる。

高市首相の外国人政策は、日本社会に大きな影響を与える可能性がある。「排外主義とは一線を画
す」としつつも、外国人による違法行為やルール逸脱に毅然と対応するという方針は、外国人に対す
る監視や排除の動きを強める可能性がある。

沖縄タイムスが指摘するように、「自警団的な『外国人監視』やヘイトスピーチなどがSNSを通して
拡散し、排外主義を助長する結果を招きかねない」。多文化共生を目指す自治体の取り組みと、中央
政府の政策との間で齟齬が生じる可能性もある。
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また、女性首相の誕生が、日本社会のジェンダー観にどのような影響を与えるかも注目される。ただ
し、高市氏自身が保守的なジェンダー観を持っているため、女性の地位向上や男女平等の推進に直結
するとは限らない。

高市早苗首相の所信表明演説は、「安倍路線の継承」を鮮明に打ち出し、防衛力強化と積極財政を両
輪とする政権運営の方針を示した。演説全体の約30%を物価高対策と経済成長に費やし、国民生活へ
の配慮を最優先課題として位置づけたことは、第2次安倍政権のスタートダッシュ戦略を踏襲したも
のと評価できる。

高市氏の政策の骨格は、過去の総裁選から一貫しており、「危機管理投資と成長投資」というフレー
ムワークのもと、食料安全保障、エネルギー安全保障、国土強靭化、サイバーセキュリティ、健康医
療安全保障の5つの重点分野を維持している。これは、高市氏が総務大臣や経済安全保障担当大臣と
して取り組んできた分野での経験と実績に基づいており、政治情勢が変わっても基本的な方向性がブ
レないという特徴がある。

各政党の反応は明確に分かれた。連立を組む日本維新の会は「高市カラーがよく出た」と評価し、連
立を離脱した公明党は「独裁的」と批判した。立憲民主党は「先送りと後退」と批判し、国民民主党
は物価高対策の具体性の欠如を指摘した。共産党は「政治とカネ」問題への言及がないことを問題視
した。

国内メディアは、安倍路線の継承、積極財政への懸念、政治改革への言及不足などを指摘した。特
に、財政規律と積極財政の両立、少数与党下での政策実現、政治改革の推進などが課題として浮き彫
りになった。

海外では、米国が概ね歓迎する姿勢を示す一方、中国と韓国は警戒感を強めている。台湾は関係強化
を期待している。高市政権の外交・安全保障政策は、東アジアの地政学的バランスに大きな影響を与
える可能性がある。

今後の政権運営において、最大の課題は財政規律と積極財政の両立である。防衛費の大幅増額、社会
保障改革、物価高対策など、多額の予算を必要とする政策が山積する中で、財源をどのように確保す
るのかが問われる。また、衆参両院で過半数を確保できていない少数与党の状況下では、野党との協
力が不可欠であり、どのように合意形成を図るのかが重要な課題となる。

「政治とカネ」問題への対応の欠如は、国民の信頼回復を困難にする可能性がある。自民党に対する
不信は深く、政治改革への具体的な取り組みが見えなければ、支持率の低下を招く恐れがある。

外交・安全保障政策では、防衛費の大幅増額と安保3文書の改定が、中国や韓国との関係に与える影
響が懸念される。一方、米国との関係強化は期待されるが、トランプ政権の対日政策への対応が課題
となる。

高市政権は、憲政史上初の女性首相として、また安倍路線を継承する保守政権として、日本の政治に
新たな局面をもたらす可能性がある。しかし、少数与党という制約の中で、どこまで自らの政策ビジ
ョンを実現できるのか、その手腕が問われることになる。今後の政権運営を注視し、その成果と課題
を継続的に検証していく必要がある。

⁂

[54] [55] [53] [45] [50]

結論

[2] [10] [1] [8] [9] [19] [29] [23]

[28] [27]

[3] [4] [32] [33] [12] [13] [35] [11]

[40] [19] [23]

[7] [50] [46] [47] [5] [6]

[15] [16] [19] [40] [23]

[12]

[11] [51]

[8] [14] [7] [50] [15] [46] [5] [6]

[55] [2] [54] [1] [16] [15] [40]



1. https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA23ALH0T21C25A0000000/

2. https://www.jimin.jp/news/policy/211670.html

3. https://news.yahoo.co.jp/articles/2519e3022062109edab68941b9a36ffba088a320

4. https://mainichi.jp/articles/20251024/k00/00m/010/286000c

5. https://www.fnn.jp/articles/-/948684

6. https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/1f1ca5a7d7e3d8ed365077b2b9b2f272fbd40a2e

7. https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCB214FZ0R21C25A0000000/

8. https://www.tokyo-np.co.jp/article/444674

9. https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50123/

10. https://www.47news.jp/13343826.html

11. https://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/1698864

12. https://www.kochinews.co.jp/article/detail/921505

13. https://www.youtube.com/watch?v=cW4o_SU38RU

14. https://jp.reuters.com/markets/japan/CXPAZXKD7VND7CHST3TYX3GESQ-2025-10-24/

15. https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50169/

16. https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50110/

17. https://mainichi.jp/articles/20251023/k00/00m/010/008000c

18. https://www.sompo-ri.co.jp/topics_plus/20251006-20244/

19. https://mainichi.jp/editorial/

20. https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA222IL0S5A021C2000000/

21. https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251022-OYT1T50163/

22. https://www.youtube.com/watch?v=3kuE8hWRl_Q

23. https://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/1698959

24. https://mainichi.jp/articles/20251018/k00/00m/020/245000c

25. https://mainichi.jp/articles/20251024/k00/00m/010/080000c

26. Gao-Shi-Zao-Miao-Shou-Xiang-noSuo-Xin-Biao-Ming-Yan-Shuo-noQuan-Wen-Ri-Ben-Jing-Ji-Xin-

Wen.pdf

27. https://note.com/yubeshi0122/n/n1cf8230d1ece

28. https://www.jimin.jp/news/information/211517.html

29. https://www.youtube.com/watch?v=H-aihgp3Jgo

30. https://www.youtube.com/watch?v=J14JVagwW3M

31. https://bunshun.jp/bungeishunju/articles/h10920

32. https://www.youtube.com/watch?v=UIgI9qw25lo

33. https://mainichi.jp/articles/20251024/k00/00m/010/227000c

34. https://www.sankei.com/article/20251024-EDJCNAPMM5IADBWWFF6QKEBBCY/

35. https://news.livedoor.com/topics/detail/29847605/

36. https://cdp-japan.jp/news/20251023_9786

37. https://www.47news.jp/13341451.html

38. https://coki.jp/article/column/61945/

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA23ALH0T21C25A0000000/
https://www.jimin.jp/news/policy/211670.html
https://news.yahoo.co.jp/articles/2519e3022062109edab68941b9a36ffba088a320
https://mainichi.jp/articles/20251024/k00/00m/010/286000c
https://www.fnn.jp/articles/-/948684
https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/1f1ca5a7d7e3d8ed365077b2b9b2f272fbd40a2e
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCB214FZ0R21C25A0000000/
https://www.tokyo-np.co.jp/article/444674
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50123/
https://www.47news.jp/13343826.html
https://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/1698864
https://www.kochinews.co.jp/article/detail/921505
https://www.youtube.com/watch?v=cW4o_SU38RU
https://jp.reuters.com/markets/japan/CXPAZXKD7VND7CHST3TYX3GESQ-2025-10-24/
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50169/
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50110/
https://mainichi.jp/articles/20251023/k00/00m/010/008000c
https://www.sompo-ri.co.jp/topics_plus/20251006-20244/
https://mainichi.jp/editorial/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA222IL0S5A021C2000000/
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251022-OYT1T50163/
https://www.youtube.com/watch?v=3kuE8hWRl_Q
https://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/1698959
https://mainichi.jp/articles/20251018/k00/00m/020/245000c
https://mainichi.jp/articles/20251024/k00/00m/010/080000c
https://note.com/yubeshi0122/n/n1cf8230d1ece
https://www.jimin.jp/news/information/211517.html
https://www.youtube.com/watch?v=H-aihgp3Jgo
https://www.youtube.com/watch?v=J14JVagwW3M
https://bunshun.jp/bungeishunju/articles/h10920
https://www.youtube.com/watch?v=UIgI9qw25lo
https://mainichi.jp/articles/20251024/k00/00m/010/227000c
https://www.sankei.com/article/20251024-EDJCNAPMM5IADBWWFF6QKEBBCY/
https://news.livedoor.com/topics/detail/29847605/
https://cdp-japan.jp/news/20251023_9786
https://www.47news.jp/13341451.html
https://coki.jp/article/column/61945/


39. https://www.j-cast.com/2025/10/24508690.html

40. https://www.yomiuri.co.jp/editorial/20251025-OYT1T50009/

41. https://www.nikkei.com/article/DGXZQODK2428X0U5A021C2000000/

42. https://jp.reuters.com/opinion/forex-forum/XKYUR3DPIRIOJFBRLUZXYLVYKI-2025-10-06/

43. https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50161/

44. https://president.jp/articles/-/103306?page=1

45. https://www.yomiuri.co.jp/otekomachi/20251022-OYT8T50031/

46. https://coki.jp/stakeholder/community/60367/

47. https://www.youtube.com/watch?v=7Z6EM3b5iJw

48. https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251004-OYT1T50140/

49. https://news.livedoor.com/article/detail/29851088/

50. https://news.yahoo.co.jp/articles/59ff0f0fb018e04f3440af68534d578830b03edb

51. https://mainichi.jp/articles/20251005/ddm/005/070/103000c

52. https://mainichi.jp/articles/20251024/k00/00m/010/331000c

53. https://www.bbc.com/japanese/articles/cdx27rvpvkxo

54. https://news.yahoo.co.jp/articles/955518a4f26a9f449a386316a6131b321a5dac06

55. https://www.bbc.com/japanese/articles/c15pql8vxgzo

56. https://www.youtube.com/watch?v=YU6DiZI2a0c

57. https://www.youtube.com/watch?v=ruGK25rvfcY

58. https://www.youtube.com/watch?v=hhhxLRJPXiM

59. https://x.com/i/grok/share/4vKmxS7OoSaPAgFChjAyB2tUG

60. https://www.youtube.com/watch?v=rvr4MAeoKBw

61. https://news.yahoo.co.jp/articles/b7a00543a0b485a726f17cec63ca990240c050d4

62. https://techgym.jp/column/高市早苗首相への賛成意見と反対意見を徹底解説/

63. https://www.sankei.com/article/20251024-XGN4IB3TURLSHCBJSTHF75U35Y/

64. https://www.sankei.com/article/20251021-CLDYOQJMYNJS5AC5XXOPLVVGBA/

65. https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251023-OYT1T50065/

66. https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251021-OYT1T50107/

67. https://www.nikkei.com/opinion/editorial/

68. https://news.web.nhk/newsweb/na/na-k10014954861000

69. https://www.sankei.com/article/20251024-2BBUAIRBWVBWDODEOJAQUXJHYM/

70. https://news.nifty.com/article/world/china/12181-4614023/

71. https://note.com/uraraaonami/n/nacce047cd898

72. https://x.com/takaichi_sanae/status/1955148855026290740

73. https://toyokeizai.net/articles/-/913748?display=b

74. https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA214F60R21C25A0000000/

75. https://news.yahoo.co.jp/articles/2795acc6c0dd98ba13a566ba651d9386254d2c38

76. https://jp.reuters.com/markets/japan/WFMKBJZ2PRO5JHT4MISF53S2FA-2025-10-04/

https://www.j-cast.com/2025/10/24508690.html
https://www.yomiuri.co.jp/editorial/20251025-OYT1T50009/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQODK2428X0U5A021C2000000/
https://jp.reuters.com/opinion/forex-forum/XKYUR3DPIRIOJFBRLUZXYLVYKI-2025-10-06/
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50161/
https://president.jp/articles/-/103306?page=1
https://www.yomiuri.co.jp/otekomachi/20251022-OYT8T50031/
https://coki.jp/stakeholder/community/60367/
https://www.youtube.com/watch?v=7Z6EM3b5iJw
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251004-OYT1T50140/
https://news.livedoor.com/article/detail/29851088/
https://news.yahoo.co.jp/articles/59ff0f0fb018e04f3440af68534d578830b03edb
https://mainichi.jp/articles/20251005/ddm/005/070/103000c
https://mainichi.jp/articles/20251024/k00/00m/010/331000c
https://www.bbc.com/japanese/articles/cdx27rvpvkxo
https://news.yahoo.co.jp/articles/955518a4f26a9f449a386316a6131b321a5dac06
https://www.bbc.com/japanese/articles/c15pql8vxgzo
https://www.youtube.com/watch?v=YU6DiZI2a0c
https://www.youtube.com/watch?v=ruGK25rvfcY
https://www.youtube.com/watch?v=hhhxLRJPXiM
https://x.com/i/grok/share/4vKmxS7OoSaPAgFChjAyB2tUG
https://www.youtube.com/watch?v=rvr4MAeoKBw
https://news.yahoo.co.jp/articles/b7a00543a0b485a726f17cec63ca990240c050d4
https://techgym.jp/column/%E9%AB%98%E5%B8%82%E6%97%A9%E8%8B%97%E9%A6%96%E7%9B%B8%E3%81%B8%E3%81%AE%E8%B3%9B%E6%88%90%E6%84%8F%E8%A6%8B%E3%81%A8%E5%8F%8D%E5%AF%BE%E6%84%8F%E8%A6%8B%E3%82%92%E5%BE%B9%E5%BA%95%E8%A7%A3%E8%AA%AC/
https://www.sankei.com/article/20251024-XGN4IB3TURLSHCBJSTHF75U35Y/
https://www.sankei.com/article/20251021-CLDYOQJMYNJS5AC5XXOPLVVGBA/
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251023-OYT1T50065/
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251021-OYT1T50107/
https://www.nikkei.com/opinion/editorial/
https://news.web.nhk/newsweb/na/na-k10014954861000
https://www.sankei.com/article/20251024-2BBUAIRBWVBWDODEOJAQUXJHYM/
https://news.nifty.com/article/world/china/12181-4614023/
https://note.com/uraraaonami/n/nacce047cd898
https://x.com/takaichi_sanae/status/1955148855026290740
https://toyokeizai.net/articles/-/913748?display=b
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA214F60R21C25A0000000/
https://news.yahoo.co.jp/articles/2795acc6c0dd98ba13a566ba651d9386254d2c38
https://jp.reuters.com/markets/japan/WFMKBJZ2PRO5JHT4MISF53S2FA-2025-10-04/


77. https://mainichi.jp/articles/20251021/k00/00m/010/051000c

78. https://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/1698956

79. https://www.sankei.com

80. https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA2357X0T21C25A0000000/

81. https://b.hatena.ne.jp/entry/s/www.sankei.com/article/20251025-4OKENHHK7ZOTXNZ2ORPCAE5UNA/

82. https://www.47news.jp/13344499.html

83. https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50084/

84. https://news.yahoo.co.jp/articles/e5759d537fb0a52ad9ffd5195a0d02a102ed6711/images/000

85. https://www.47news.jp/13343198.html

86. https://news.yahoo.co.jp/pickup/6556641

87. https://news.yahoo.co.jp/articles/eb56fd1394fb84da13697d33c0fdf26527ac7e88

88. https://www.youtube.com/watch?v=-dXxaTM4n-A

89. https://article.auone.jp/detail/1/2/3/508_3_r_20251024_1761298542563864

90. https://search.yahoo.co.jp/realtime/search/matome/c670dfdf3f4844159be76e06cfb70683-176134081

5?rkf=1&ifr=tl_matometl

https://mainichi.jp/articles/20251021/k00/00m/010/051000c
https://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/1698956
https://www.sankei.com/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA2357X0T21C25A0000000/
https://b.hatena.ne.jp/entry/s/www.sankei.com/article/20251025-4OKENHHK7ZOTXNZ2ORPCAE5UNA/
https://www.47news.jp/13344499.html
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20251024-OYT1T50084/
https://news.yahoo.co.jp/articles/e5759d537fb0a52ad9ffd5195a0d02a102ed6711/images/000
https://www.47news.jp/13343198.html
https://news.yahoo.co.jp/pickup/6556641
https://news.yahoo.co.jp/articles/eb56fd1394fb84da13697d33c0fdf26527ac7e88
https://www.youtube.com/watch?v=-dXxaTM4n-A
https://article.auone.jp/detail/1/2/3/508_3_r_20251024_1761298542563864
https://search.yahoo.co.jp/realtime/search/matome/c670dfdf3f4844159be76e06cfb70683-1761340815?rkf=1&ifr=tl_matometl
https://search.yahoo.co.jp/realtime/search/matome/c670dfdf3f4844159be76e06cfb70683-1761340815?rkf=1&ifr=tl_matometl

